
書式第 12号

令和 4年度  事 業 報 告 書
令和 4年 5月 1日 から令和 5年 4月 30日 まで

特定非営利活動法人東京建設技術センター

1 事業の成果
公益財団法人住宅リフォーム 0紛争処理支援センターの承認団体として「増改築相談員研修会」 (新規お
よび更新研修会)を開催し、耐震対応をはじめとしたリフォーム実施に関する教育を行った。さらに、建築
従事者の技術・技能の向上や青年層の職業能力の開発を支援することを目的とした「木造住宅建築に係る技
術教習会」を開催し教育を行った。
携帯用丸のこ盤等の使用中に労働災害が多く発生していることから、携帯用丸のこ盤を使用する作業者
には特別教育に準じた教育を実施するよう厚生労働省より指導がなされている。そのため、令和 4年度も
引き続き「丸のこ等取扱い作業従事者教育」を開催した。
平成 31年 2月 1日 以降、フルハーネス型の安全帯を使用することが原則になるとともに、「高さが 2
m以上の高所において、作業床を設けることが困難な場合で、フルハーネス型を使用しておこなう作業」
等を行う労働者は特別教育を受講することが義務付けられた。そのため「フルハーネス型安全帯特別教
育」を令和 4年度も開催した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

支出額
(千円)

技術教習事業
高所作業従事者に対するフ
ルハーネス型安全帯特別教
育の実施。

令和 4年 12月
までの期間

(1回開催 )

法人事務所 1人

事業主及び労
働者等

19人
66

技術教習事業
住宅リフォームエ事のため
の工法等に関する技術講習
会の実施。

令和 5年 2月
までの期間
(2回開催)

法人事務所 2人
事業主及び労
働者等
27人

263

技術教習事業木造住宅建築に係る技術教
習会の実施。

令和 5年 1月
までの期間
(1回開催 )

法人事務所 1人
事業主及び労
働者等
4人

37

技術教習事業丸のこ等取扱い作業従事者
教育の実施。

令和 4年 12月
までの期間
(1回開催)

法人事務所 1人
事業主及び労
働者等
3人

40



書式第 13号 (法第 28条関係)

2022年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業がない場合)
ン

1単位 :円
金   額 小 計 ・ 合 計

2

施設等受入評価益

受取補助金

5

受

正会

賛助会員受取会費

技能講習事業
開催事業

800,700

240
731

971

801.671

54,000
435,940
195,120
273,075
105,600
0

66.500

1,130,235

1::130.235

1

地代家賃
備品費
事務費
雑費

2

会議費
運営費
教材費
宣伝費
研修費
修了証発行費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
会議費
通信運搬費

56,000
106,255
30,000
0

12,814
9,120
83.782

297,97

‐|:|:::: :_ _ :297.971

1.428.2(
当  期  経 鮨  滅  絹 A B -626.53
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当  期  鐸 外  増  壼 C D ②

-626.

14.574.896
13.948.361
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法人税 、住民税及び事業税  ・ ・・④
飾期縄裁 T険財産箱  ・・・ ∩
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

2022年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 東京建設技術センター

金  額 小計・ 合 計

1

現金預金
未収金

棚卸資産

1

具

什器備品

2
ソフトウェア
借地権

敷金
長期貸付金
出資金

13,989,361

13.989.361

1

10,000

10_001

【A】 資 産 合 計 ①+② 13,999,362

1

長期借入金
退職給付引当金

(

B-2
14,574,896

-626,535

13_948_362

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 13,948,362

___      1斗 |二 |



16 28

2022年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 東京建設技術センター
重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)に よって
います。

(1)固定資産の減価償却の方法
什器備品の減価償却費は定率法によっています。

(2)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

3.固 定資産の増減内訳

事業 事業
事業部門計 管理部門 合計科 目

技術事業 開催事業

709,200 91,500 Ａ
υ
ｎ
Ｖ
６
０

０

０

０

０

０

０７

971

0

0

0

800,700
971

709,200 91,500 ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ 800,700 971 801,671

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

54,000
145,000
171,100
288,000
24,020
2,940
273,075
105,600
0

66,500
0

0

0

0

0

0

0

0

56,000

106,255
30,000
0

12,814
7,480
1,640
83,782

110,000
145,000
171,100
288,000
24,020
2,940
273,075
105,600
0

66,500
0

106,255
30,000
0

12,814
7,480
1,640
83,782

54,000
48,000
171,100
288,000
21,500
2,940
273,075
105,600
0

66,500

97,000

2,520

297,971 1.428,2061,030,715 99,520 ｎ

Ｖ

ｎ

〉 1,130,235
1,130,235 297,971 1,428,2061,030,715 99,520

-321,515 -8,020 ｎ

ｖ

ｎ

ｖ
-329,535 -297,000 -626,535

1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
人件費計
(2)その他経費
会議費
会場費
教材費
講師謝金

資料費
運営費
宣伝費
研修費

事務手数料
消耗品費
通信運搬費
地代家賃
備品費
事務費
振込手数料
雑費
システム管理費
その他経費計
常費用計

修了証発行

経

当

減価償却累計額科 目 期首取得価額 取得 減少

10.000

210,600

10,000

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ

ｎ

Ｖ

210,600

10,000

210,599

ｎ

Ｖ

220.600 210,599 10,001220,600 ｎ

Ｖ

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金
出資金
合計



書式第 17号 (法第 28条関係)

2022年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 東京建設技術センター

目 令 霜 ′:ヽ 計 計

産  の

現金預金
三井住友銀行普通預金
中央労働金庫普通預金
中央労働金庫定期預金

1,705,728
1,852,821
10,430,812

13.989.361

1

車両運搬具
事業用車両

パソコン

ソフトウェア

3
敷金

中央労働金庫

1

10,000

10_001

【A】 資 産 合 計 ①+② 13,999,362

【[ -1 負 債 ( 都

未払金

り 51,000

長期借入金

‐■■1,■ .|:

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 51,000

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 13,948,362



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 4年度 年間役員名簿

令和4年 5月 1日 から令和 5年 4月 30日 まで

特定非営利活動法人東京建設技術センター

役 名 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事長
サトウ   タカシ

佐藤 孝志 令和 4年 5月 1日 ～
令和4年7月 31日

征

理事長
ツキオリ  トシヒサ

月居 利久 令和 4年 8月 1日 ～
令和 5年4月 30日

征
小

ホリイ  アキラ

堀井 晶 令和 4年5月 1日～
令和 5年4月 30日

征
小

理事

理事

マツモト

松本

タカユキ

隆行 令和4年 5月 1日 ～

令和 4年7月 31日
缶
小

理事
ヤマウチ  ヨシヤ

山内 誉主也 令和4年5月 1日 ～
令和 5年4月 30日

征
ヽ

令和 4年5月 1日 ～
令和 5年4月 30日

鉦
小

理事
クホ
゛
  カス
゛
ヤ

久保 和也

令和4年5月 1日～
令和 5年4月 30日

鉦
ヽ

理事

ヒロカス
゛

宏和

ハタナカ

畠中

理事
キカ
゛
  セイシ

木賀 聖司 令和4年5月 1日～
令和 5年4月 30日

征

監事

ナリタ  リュウシ
゛

成田 龍二 令和 4年5月 1日～
令和 5年4月 30日

任



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿

令和 5年 4月 30日 現在
特定 法人東京建設技術センター

氏   名

1
月居 利久

2 宮本 英典

3 木賀 聖司

4 堀井 晶

5
山内 誉主也

6 赤津 直也

7 久保 和也

8 畠中 宏和

9 田中 利夫

10
保科 博




